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電波天文アドホックにおける検討状況 

 

１．開催状況 

 (1) 第１回 平成２３年１１月２２日（火）１０：００～１２：００ 

 (2) 第２回 平成２３年１２月 ８日（木）１５：００～１７：００ 

 

２．これまでの検討状況 

 (1) 共存条件に関する基本的な考え方について 

・ 共存条件としては、電波天文業務の保護基準が ITU-R勧告 RA.769-2に定められてい

る（別紙１）ことから、原則としてこの基準を満足することとした。 

 

 (2) 干渉検討のためのパラメータ等について 

・ 23GHz 帯無線伝送システムの干渉検討用パラメータについては、基本的には、平成

22年度の技術試験事務で検討した際のパラメータ（別紙２）を用いることとした。 

・ ただし、スプリアスレベルは、実測値をもとに推定し絶対値(-33dBm/MHz)で規定す

ることとした。（別紙３） 

・ 対象となる電波天文台としては、当面、23GHz帯の観測を行っている 16箇所（別紙

４）の内で野辺山、水沢、苫小牧の 3箇所につき干渉計算の対象とすることとした。 

・ 電波天文台の受信アンテナ利得は、干渉検討にあたっては、0dBiで計算することと

した。送信側アンテナの利得は 40dBiとする。 

 

 (3) 干渉検討の方法について（検討中） 

  ① 先ず自由空間伝搬損失のみを考慮し、所要離隔距離を求める。 

  ② 所要離隔距離を満足しない場合は、山岳等による遮蔽損失を考慮し、所要離隔距離

を求める。（２回の回折までを想定） 

  ③ 山岳等による遮蔽損失を考慮した所要離隔計算を行い、満足しない場合は 23GHz

の送信アンテナの指向特性を考え、無線伝送システムの設置を検討する。 

  ④ 上記の不要放射に対する検討に加え、無線伝送信号スペクトラムが直接入力される

場合についても検討する。 

 

 (4) 干渉検討例について 

  ① 自由空間伝搬損失と山岳等による遮蔽効果の計算例（別紙５野辺山例） 

・ 対象は、野辺山天文台とし、送受信地点は地上 20ｍとして近隣の３地点におけ

る干渉検討を実施した。ただし、スプリアス送信レベルは-37.56dBm/MHzで計算

している。 

・ この３地点については、1回回折減衰を考慮するといずれも計算結果が干渉しき

い値を下回っており、共存条件を満足している。 
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  ② 山岳等による遮蔽損失及びアンテナ指向特性の計算例（別紙６） 

・ 自由空間伝搬損失のみを考慮した場合は、所要離隔距離が 8,035kmとなり、現実

的な距離ではない。 

・ 従って、自由伝搬損失に加えて遮蔽損失を考慮して、所要離隔距離及び障害物の

高さを検討した結果、干渉しきい値を満足する条件としては、例えば障害物の高

さが 718m あれば、離隔距離は 10km あればよい結果となった。（１回の回折によ

る遮蔽損失の場合） 

・ 次にアンテナ指向特性を考慮した計算例として、i)セクターアンテナ、ii)30cm

パラボラアンテナ、iii)60cm パラボラアンテナの各アンテナ特性を仮定し、ア

ンテナ主方向からの角度により、どの程度の離隔距離が必要となるかの試算を行

った。 

・ この結果、例えば、30cm パラボラアンテナを用いれば、主方向からの角度が±

15 度の時の所要離隔距離は 135km、±30 度から±180 度の所要離隔距離は 43km

となる。 

・ 遮蔽損失（第１フレネル）を考慮した場合は、30cm パラボラアンテナを用いれ

ば、主方向からの角度が±15度の時の所要離隔距離は 21.4km、±30度から±180

度の所要離隔距離は 6.8kmとなる。 

 

３．今後の主な検討課題 

 (1) 野辺山以外の電波天文台での試算 

    ・水沢天文台、苫小牧天文台等の近辺の地点での干渉計算 

 (2) 干渉計算方法の一般化 

 (3) 事前調整・運用調整の仕組み 

 (4) 移動局（小電力・10チャンネル程度）の場合の干渉検討 

 

４．次回開催予定 

  第３回 平成２４年１月１３日（金）１３：００～１５：００ 



ITU-R勧告 ＲＡ.７６９－２による電波天文業務の保護基準 

別紙 １ 

スペクトル線観測 連続波観測 

周波数 ２３.７ＧＨｚ ２３.８ＧＨｚ 

干渉しきい値 －１７４ｄＢｍ/ＭＨｚ －１９１ｄＢｍ/Ｍｈｚ 
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別紙 ２ 

標 準 値 備 考 

周波数 ２３.２～２３.６GHｚ 

空中線電力 ９.２ｄBm ８.３W/ｃｈ（６０波時） 

送信アンテナ利得 

２３ｄBi セクターアンテナ 

３４.５ｄBi Φ３０cmパラボラ相当 

４０ｄBi Φ６０cmパラボラ相当 

給電線損失（送信） ０ｄB 

２３GHｚ帯無線伝送システムの当該無線局の前提条件 
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別紙 ３ 
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別紙 ４ 

局名 口径（ｍ） 局位置 (東経、北緯）注１ 

１ ＶＥＲＡ水沢 ２０ 141E07’ 57” 39N08’01” 

２ ＶＥＲＡ入来 ２０ 130E26’24” 31N44’52” 

３ ＶＥＲＡ小笠原 ２０ 142E13’00” 27N05’31” 

４ ＶＥＲＡ石垣島 ２０ 124E10’16” 24N24’44” 

５ 水沢１０ｍ １０ 141E07’56” 39N08’00” 

６ 北大苫小牧 １１ 141E35’48” 42N40’25” 

７ 高萩 ３２ 140E41’40” 36N41’54” 

８ 日立 ３２ 140E41’32” 36N41’51” 

９ ＮＩＣＴ鹿島 ３４ 140E39’36” 35N57’21” 

１０ 国土地理院つくば ３２ 140E05’20” 36N06’11” 

１１ ＮＲＯ４５ｍ ４５ 138N28’21” 35N56’40” 

１３ ＪＡＸＡ臼田 ６４ 138E21’46” 36N07’57” 

１４ 岐阜大岐阜 １１ 136E44’14” 35N28’03” 

１５ 山口 ３２ 131E33’26” 34N12’58” 

１６ 鹿児島６ｍ ６ 130E30’25” 31N27’51” 

内之浦注２ ３２ 131E04’42” 31N15’16” 

２２ＧＨｚ帯及び２３ＧＨｚ帯観測を行っている観測局 

注１:世界測地系：WGS84 
注2：開局準備局 
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別紙 ５ 

自由空間損失と山岳等による遮蔽効果の干渉検討結果 

東経 北緯 住所 

野辺山 １３８°２８′  ２１.１４″ ３５°５６′  ４０.１５″ 長野県南佐久郡南牧村野辺山４６２番２号 

地点１ １３８°１７′ ００″ ３６°１８′ ００″ 

対象となる電波天文台を野辺山天文台とし、地点１における当該無線局を運用した場合として検討する。（送受信地点は、地上２０ｍとした。） 

 第N次フレネルゾーンにおけるナイフエッジ回折損失Ldは次式で近似される。 
Ld（dB）＝20log｜√N|＋16 （dB）＝20log（√1867）＋16＝32.7＋16＝48.7（dB）となる。 
このため、妨害波伝播路遮蔽係数Fs＝48.7(dB)となる。 
 野辺山天文台におけるスプリアス受信電力Prsは以下となる。 
Prs ＝Pts＋GAtθ＋GArθ－Lp－Lft－Lfr－Fs 
      ＝－33（dBm/MHz）＋40（dBi）＋0（dBi）－152.5（dB）－0（dB）－0（dB）－48.7（dB）＝－194.2（dBm/MHz） 

スペクトル線観測 連続波観測 備考 

周波数 ２３.７ＧＨｚ ２３.８ＧＨｚ 

干渉値 －１９４.２（ｄＢｍ/ＭＨｚ） －１９４.２（ｄＢｍ/ＭＨｚ） スプリアス受信電力 

干渉しきい値 －１７４（ｄＢｍ/ＭＨｚ） －１９１（ｄＢｍ/ＭＨｚ） 電波天文規定値 

マージン ２０.２（ｄＢ） ３.２（ｄＢ） 干渉しきい値－干渉値 

当該周波数における最大許容受信電力－１９１（ｄＢｍ/ＭＨｚ）を下回っており、野辺山天文台の運用に支障を与えないものと認められる。 

ミスターDENPAによるシミュレーション結果 
Google Earth を利用 
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山岳等による遮蔽損失及びアンテナ指向特性の計算結果（１） 
別紙 ６ 

妨害を与える地点1無線局のスプリアスの空中線電力（Prs）が干渉しきい値となる自由空間伝搬損失Lpは、 
Lp＝－Prs＋Pts＋GAt＋GAr－Lft－Lfr＝－(－191)＋(－33)＋40＋0－0－0＝198（dB） 
 自由空間伝搬損失が198（dB）となる離隔距離dは、 
20logd＝Lp－32.44－20logf＝198－32.44－87.46＝78.1(dB)より d＝10＾(78.1/20)＝8035（km） 
以上により、自由空間伝搬損失のみを考慮した場合は、離隔距離が8035kmであれば電波天文に干渉しない。しかし、これは現実的な距離ではないため、他の
干渉緩和要素を検討する。  

自由空間伝搬損失のみによる所要離隔距離 

自由空間伝搬損失及び遮蔽損失による所要離隔距離 

自由空間伝搬損失および山岳などによる遮蔽損失を考慮して所要離隔距離および障害物高さを検討する。 
電波天文所要干渉しきい値Pdを得る自由空間伝搬損失Lpおよび遮蔽損失Fsの合計の所要減衰量は、 
Lp＋Fs＝－Pd＋Pts＋GAt＋GAr－Lft－Lfr＝－（－191）＋（－33）＋40＋0－0－0＝198（dB） 
離隔距離d（km）において、送信点と受信点の中間に高さh（m）の障害物がある場合に所要減衰量を得る条件を検討する。 
計算結果より、電波天文所要干渉しきい値を満足する条件は下記表となる。 

離隔距離 ｄ（km） 障害物高さ ｈ（m） 備考 

１００ ２２６ 

５０ ３２１ 

１０ ７１８ 

主方向からの角度（度） 
所要自由空間伝搬損失（dB） 離隔距離 d（km） 

備 考 
自由空間伝搬 第１フレネル遮蔽 自由空間伝搬 第１フレネル遮蔽 

０ ～ ±４５ １８１ １６５ １１３５ １８０ 主方向 

±６０ １７１ １５５ ３５９ ５６.９ 

±７５ １６３ １４７ １４３ ２２.６ 

±９０ ～ ±１８０ １５１ １３５ ３６ ５.７ 

アンテナ指向特性による所要離隔距離 
             ９０度セクターアンテナ 
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主方向からの角度（度） 
所要自由空間伝搬損失（dB） 離隔距離 d（km） 

備 考 
自由空間伝搬 第１フレネル遮蔽 自由空間伝搬 第１フレネル遮蔽 

０  １９２.５ １７６.５ ４２６６ ６７６ 主方向 

±５ １７４.５ １５８.５ ５３７ ８５.１ 

±１５ １６２.５ １４６.５ １３５ ２１.４ 

±３０ ～ ±１８０ １５２.５ １３６.５ ４３ ６.８ 

主方向からの角度（度） 
所要自由空間伝搬損失（dB） 離隔距離 d（km） 

備 考 
自由空間伝搬 第１フレネル遮蔽 自由空間伝搬 第１フレネル遮蔽 

０  １９８ １８２ ８０３５ １２７３ 主方向 

±５ １７６ １６０ ６３８ １０１ 

±１５ １６１ １４５ １１４ １８ 

±３０ １５６ １４０ ６４ １０.２ 

±５０ ～ ±１８０ １４８ １３２ ２５.４ ４.１ 

              ３０ｃｍパラボラアンテナ 

              ６０ｃｍパラボラアンテナ 
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